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独立行政法人中小企業基盤整備機構

九州本部 企業支援課



2中小機構のご紹介

✓中小機構は、経済産業省管轄の独立行政法人です。国の中小企業政策の中核的な実施機関として、企業の成長ステージや経営
課題に応じた支援メニューで、中小企業をサポートしています。

✓全国9か所に地域本部を設け、国・自治体、支援機関、金融機関、研究機関等と連携し、複合的な支援を提供しています。
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事業承継・事業引継ぎ
中小企業事業引継ぎ支援全国本部とし
て後継者不在企業の事業引継ぎをサ
ポート

人材育成
中小企業大学校や各種セ
ミナーを通して人材育成を
サポート

中小機構の支援事業

✓中小機構では、企業の成長に合わせ多様な支援メニューを提供し、中小企業を一貫してサポートします。

起業・創業期
新事業展開 成長期 成熟期

共通

インキュベーション施設
インキュベーションマネージャーによる経営
相談、産学官金連携等もサポート

TIP＊S/BusiNest
新しいアイデアを磨く方や創業者・創業期
の企業のためのビジネス拠点

起業相談AIチャットボット
起業準備者・関心者を対象にAIが起業
の質問等に回答

販路開拓・ｅコマース
展示会や商談会等にＩＣＴを組み合わ
せた販路支援等

Ｊ-GoodTech
優れたものづくり企業と大企業、海外企
業等とのマッチング

海外展開支援
海外展開検討段階から、事業計画作成、
海外進出まで、様々なメニューにより支援

ハンズオン支援
さまざまな経営課題を解決するための専
門家を派遣

事業再生
中小企業再生支援全国本部として中小
企業の再生をサポート

情報提供
アプリ等の紹介、経営に役立つイベ
ントや助成金情報等を、J-Net21
等で発信

経営相談等
経営の相談に各分野の経
験豊富な専門家が対応

資金支援
高度化資金、ファンド、債務
保証による資金支援

共済制度
質の高いセーフティネットの
提供



4経営相談

✓事業計画、労務、税務、知財、販路開拓、
事業承継、IT化など、あらゆる経営に関する
お悩みを、経験豊富な専門家が対応します。

✓ご利用は何度でも無料。

✓相談時間は、１回あたり１時間程度。

どの専門家も親身に対応。

✓原則、事前予約制。

✓対面、オンライン（zoom）、電話の中から、
ご希望に応じて相談可能。

※メールでのご相談もOK！『メール経営相談』

窓口での経営アドバイス

新型コロナウィルス感染症対策支援
経営相談アドバイザー派遣

支援機関が実施する経営相談会に対して、
専門家を無料で派遣しアドバイスを行います。

2021年8月よりSDGs相談窓口を
開設しました

SDGsに関する経営課題解決に取り組む中
小企業を支援いたします。（月5日）

2022年4月より事業再構築にかかる
相談窓口を開設

事業再構築に取り組む中小企業へのアドバイ
スを開始しました。（月4日）

2022年2月よりカーボンニュートラル
相談窓口を開設

カーボンニュートラルに取り組む中小企業への
アドバイスを開始しました。（月3日）



➢中小機構のオンライン相談窓口等に寄せられた相談内容

相談内容（令和3年10月～令和5年7月）

■相談企業は、製造業が60％と多く事業規模は売上高10億円以上が45％、従業員数が50人以上が約50％。
■相談内容は「現状把握・情報収集」、「自社のCO２排出量の計算方法」といった取組前の基礎的な相談事項が多い。
■一方で「サプライチェーン対応」「SBT・RE100への認証対応」といった具体的な相談も徐々に増えて来ている。

①カーボンニュートラルに関わる窓口相談

➢相談企業
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最適な 方法 で 最適な 回数 で

⓪窓口相談、①事業再構築相談・助言、②事業再構築ハンズオン

“中小企業等事業再構築補助金”の申請に関するアドバイスは行いません

最適な専門家が

問合せ窓口 中小機構 九州本部 企業支援課 092-263-0300

⚫事業再構築に取り組む中小企業･小規模事業者 又は

⚫ “中小企業等事業再構築補助金”の採択を受けた中小企業･小規模事業者

全国で1,000名を超える

登録アドバイザーの中で

貴社の課題解決に最適な

専門家がアドバイス

窓口相談だけでなく

オンライン相談や現地を

訪問してアドバイス

貴社の経営課題に応じて

1回から最大3回まで

無料でアドバイス

対象者

事業再構築支援事業
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①エネルギー使用量からCO2の排出量を把握 ④エネルギー使用設備

t-CO2/年 2019年 2020年 2021年 2022年 23.0%

2.6%

14.7%

4.7%

0.6%

5.8%

2.1%

18.0%

12.7%

15.7%

エネルギーフロー（簡易版）

②目標値の設定

目標水準 Scope 基準年 目標年 単位 削減量

1.5℃ 1＆2 2021年 2030年 総量 42.0%

2021年 1412.65 t-CO2/年

2030年 819.34 t-CO2/年

削減量 593.31 t-CO2/年

目標設定からみた課題

エネルギーフローからみた課題

③エネルギー管理状況

⑤削減ポテンシャル
(１）エネルギー使用量を削減する

エネルギー管理状況からみた課題

３）現在行っている省エネ施策

・エネルギーの切り口（ガソリン、灯油、軽油、LPG、電気)

)CO2排出係数を低減する

）エネルギーを転換する

）取引先との関係

(５）2050年に向けて検討す

２）排出係数の低い電気事業者と契約する

）重油を使用している設備をガス化する。 ２）ガス、重油を使用している設備を電化する。 

・生産設備において、複数のエネルギーを使用するライン・工程・設備が想定されます。

・生産設備を イ ・ 程・設備 ま 分類・整理し ネ ギー 使用状況を把握す れ イ ・ 程・設備 おけ 製品

生産性を確保した ネ ギー転換や省 ネ 取組を検討す が課題となります。

・ユーティリティ設備について、圧空や熱湯などの要求仕様・実態を把握し、要求仕様・実態を満たすことを踏まえて、エネルギー転換や省

実現する設備（システム）に更改していくことが課題となります。これはプロジェクト間（縦の連携）を認識して進めていくことになります

・ユーティリティ設備について、供給系統（移送段階）でのロス削減なども省エネに効果的となります。

太陽光発電・蓄電池導入

CPの側面及び建物の更改等も踏まえて検討します

実施の際には、直接投資の他、オンサイト・オフサイトPPA契約

ども検討します

・エネルギーの転換（電化）の時期や電気代の推移を踏まえて、

CO2フリー電気への契約変更を検討します

・九州は比較的再エネ電気に恵まれています

・安心・安定性を考えるならば、まず九州電力を検討対象とするの

がよいと考えます

①紙リサイクル

②コンプレッサ－排気熱利用

③材料定尺見直し、スクラップ率改善

④断熱材定尺見直し⇒減容機の稼働減

部材梱包材のリサイクルなども検討対象となります

①塗装ブース更新、新塗装技法（粉体、静電、電着）導入

②ボイラ－Ａ重油から電気式

③コンプレッサ－定格見直し

④ガソリン車をハイブリッド車へ

⑤ス －ブを電気式へ ⑥変圧器更新 ⑦消灯センサ－設置

化石燃料設備の場合、電化×効率化がポイン となります。

①塗装バ ナ 燃焼時間短縮

②冷凍機テス 時短（軽油削減）

③工場空調に自動発停、空調温度の適正管理

④食堂の食品ロス

⑤生産性向上、レイアウ 改善、移動距離短縮

・お助け隊のアドバイスにもあったとおり、ポンプ・コンプレッサなどの動作条件を適正化します。ユー

ティリティの場合、移送設備のロスをなくすことで、動作条件を見直すことが出来ます。

①焼却炉撤去

②紙レス

③コンプレッサ－室換気扇からダクト式に変える

・営業活動などにおいてもヤメルの発想があるかもしれません

①ＯＡ機器未使用時電源ＯＦＦ

②東事務所の空調及び照明

③休憩時間消灯、ミーティングスペ－ス定時以降消灯

・オフィスビルの対策は参考に出来る事例が多くあります

①エア漏れ発見・修理

②ガス漏れ発見・修理

③工場断熱効果改善

・ユーティリティ系がポイントです。定期点検で正常値・最適値

します。

）再生可能エネルギー(太陽光発電等)を設置する。

６）カエル ⇒効率の良い機器に更新する

２）トメル ⇒準備時間の機器停止

４）ナオス ⇒不具合箇所の修正

な課題を把握し、計画を策定していきます

・例えば、各エネルギーのフローと工場・ライン・工程の対応付けを行い、エネルギーの転換、省エネ、再エネ電気の調達を時間軸上で検

討し、カーボンニュートラルの計画を策定していきます

・スコープ3については、製造業として、製品の企画・設計・生産に係るカーボンニュートラルを目指す取組が考えられます

①建屋（工場）改築、移転→併せてエ

②顧客価値向上のＣＮ取り組み具体化（開発テ ） Scope3テ としてすぐにでも実施してください

③冷凍機稼働を減らした冷凍車の開発、究極は冷凍機が無い冷凍車の開発→このような新発想がバックキャストには必要です

④再生可能エネルギ－活用→近所のバイオ燃料を活用するのはいかがでしょうか

⑤非化石証明活用→コストの面からも最終手段と考えると良いと思います

塗料メーカ－との取り組み（塗料缶

取引先とはパ－トナ－として連携

取引先との関係は、Scope3の側面

できると製品の付加価値向上とな

ボイラ－

熱の仕様を踏まえて、電化の可否

バイオガス、合成ガス、水素・ア

対象となります

る

移等の検討会を実施している

改善活動を実施している

る

その他設備（電気）

共有設備等

バーナ等

ボイラ

車両等

ストーブ等

①ガ リ 削減 用車を イブリ ド車 更新 用車減車

・各工場、各工程での電気・化石燃料使用量、ＣＯ２排出量の算出ができておらず、明確なターゲットが不明

・工場・ライン・工程・設備単位でのエネルギー使用量（CO2排出量）の把握、目標に向けたあるべき姿（目標設定したCO2排出量に整合する工場・ラ

イン・工程・設備の状態・状況）の設定、あるべき姿とのギャップの認識、ギャップを埋めるための取組の検討・計画策定が課題となります。

・見える化は、その目的（結果・成果の確認等）と対象（工場・ライン・設備等）に応じて適切な方法を選択します。また、塗装工程の取組は、エネル

ギー転換やScope3のカーボンニュートラルに貢献できると期待できます。

１）ヤメル ⇒設備の停止/廃止

３）サゲル ⇒運転条件の見直し

５）ヒロウ ⇒排熱回収、リサイクル

成状況の評価を行っている

生産設備

照明

空調

コンプレッサー

入力項目

事業者名

定量的に把握している

条件、稼働率等のデータと併せて使用実績の分析を行っている

状況の共有化を行っている

診断日

ある

施している

・CO2排出源の約半分が化石燃料（軽油、ガソリン、灯油、LPG、A重油）であり、これらエネルギーの転換が課題となります。

・化石燃料の転換先は電気（電化）が原則となります。将来的には、再生可能燃料（水素・アンモニア、バイオ燃料、合成燃料等）も視野に入ります。

・電気 カーボ ー 化 お 化 燃料か 転換 れ 設備・ 器 含 た省 ネ・排出係数 改善（主 再生可能 ネ ギー電気

し CO リー電気 調 ）が課題となります。

・2030年の削減目標値はゴールとなるカーボンニュートラルに向けたマイルストンであり、 イ 息切れをしな 計画策定が課題となります。

ここでは、SBTに沿った2030年▲42%としています。

・最新のIPCCの統合報告書の内容から、今後、2035年▲60%（2019年比）程度のマイルストンが予想されます。

・目標値設定はカーボンニュートラル達成に向けた課題を認識するための「あるべき姿」の一つです。マイルストンは業界設定値としても問題ありませ

ん。目標値の他、どのような状態・取組で目標を達成するのかも「あるべき姿」となります。
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年度別CO2排出量［t-CO2/年］

電気合計 LPG A重油 灯油 ガソリン 軽油

電気合計

52%

A重油

2%

LPG
18%

灯油

13%

ガソリン

9%

軽油

6%

CO2排出量占有率[％]

生産設備

23%

照明

2%
空調

15%

コンプレッサー

5%

共有設備等

0%

その他設備

（電気）

6%

ボイラ

2%

バーナ等

18%

ストーブ等

13%

車両等

16%

CO2排出量占有率[％]

電気

A重油

ガソリン

軽油

•生産設備（電気）

•その他設備（電気）

•接着プレス（？）

•バーナ（塗装ブース）

•空調
•照明
•OA機器等
•共有設備等（冷蔵庫）
•給湯（シャワー等）
•食堂（コンロ等）

•営業車
•トラック
•フォークリフト（軽油）

•コンプレッサ
•ボイラ
•ストーブ・焼却炉

熱湯

ユーティリティ設備

一般設備

生産設備

車両等

LPG

灯油

※「③設備毎の使用」の分類
• 生産設備
• 照明
• 空調
• コンプレッサー
• 共有設備等
• その他設備（電気）
• ボイラ
• バーナ等
• ス ーブ等
• 車両等

圧空

52%

%：CO2排出量の割合（エネルギー別）

2%

13%

18%

9%

6%

5%

15%

3%

1%

28%

5%

>18

>2%

9%

 

2%

13%

%：CO2排出量の割合（設備・機器別

②カーボンニュートラル簡易診断（事業再構築相談助言）

④削減目標の認識と設定

①エネルギー別に見た
CO2排出量の把握
重点対策エネルギー
の把握

②設備別に見た
CO2排出量の把握
設備・工程別
具体対策の検討材料

③エネルギーフローの
見える化
使用するエネルギー
群と生産設備や
ユーティリティーとを
関連付け、対策優先
順位を明確にする

◆アウトプット：CN簡易診断結果シート

⑤削減のための具体策提案

専門家を3回、無料で派遣。
CO2排出量の現状把握と
対策立案をサポート！



8ハンズオン支援事業

✓以下の３つのメニューを、企業の経営課題に応じて選択、または組み合わせてご支援を提案します。

事業名

対象者

支援期間

アドバイザー

専門家継続派遣事業 経営実務支援事業 戦略的CIO育成支援事業

生産性向上・売上拡大等の目標達成、様々
な経営課題解決について組織的にPDCAをま
わしながら積極的に取り組みたい中小企業

特定の経営課題解決の為に実務面の支援を必
要とする中小企業

CIO-A型：
具体的な情報化構想やIT
導入計画を有している中小
企業

数ヶ月～10ヶ月程度（20回程度）
月2～3回

5ヶ月以内
（アドバイス回数は10回以内）

CIO-A型：

数ヶ月～10ヶ月程度
（20回程度）

費用
専門家1人・1日あたり

17,500円
専門家1人・1日あたり

8,400円

専門家1人・1日あたり

17,500円（CIO-A型、CIO-B型共通）

大企業の経営幹部など経営経験の豊富な方、
中小企業支援の経験を積んだ中小企業診断
士、社会保険労務士など

特定分野の経営実務について、大手・中堅企
業等における豊富な経験を持つ実務経験者

企業CIO経験者、中小企業診断士、ITコーディネーターなど
中小企業のIT経営に関して十分な知見と実績がある専門家

概要

売上拡大・生産性向上等の目標達成、様々
な経営課題の解決を目指し、専門家を一定
期間継続して派遣。企業の発展段階に応じ
たタイムリーで適切なアドバイスにより、その成
長・発展をサポートします。

企業の抱える特定の課題（技術・マーケティン
グ等）について、実務の経験・知見が豊富なア
ドバイザーを派遣して、課題解決や社内人材の
育成を支援します。

IT企画・導入支援
（CIO-A型）：
ITを活用した経営改革を
目指し、IT導入・IT活用
への具体的なアドバイスや
企業内のIT人材の育成を
支援します。

情報化構想策定支援
（CIO-B型）：
ITを活用した経営改革を目
指し、自社に最適なIT導
入・IT活用に向けた構想・計
画策定を支援します。

CIO-B型：
情報化構想を固めたい中小
企業

CIO-B型：

4ヶ月程度（8回程度）
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～プロジェクトメンバーの成長が期待される～ 「自ら考え、自ら創造していく」創造型の人材として成長が期待できます。メリット①

～仕組みが進化していく～ 手法を習得することで、支援後の進化・発展が期待できます。メリット②

～テーマを確実に遂行する～ 支援計画に基づき、中小機構がチームでプロジェクトの進捗を管理、フォローしていきます。メリット③

✓ ハンズオン支援にあたっては、企業内で「プロジェクトチーム」を組成。アドバイザーのノウハウをプロジェクトメンバーに
移転していくことで、支援終了後も、企業が自立的に成長・発展していくことを目指します。

✓ 企業の経営課題に応じて「支援計画書」を策定。支援計画書に基づき、全国の登録専門家約1000名の中から
課題解決のために最適な専門家を選定し、「アドバイザー」として企業に派遣。

✓ 支援にあたっては、管理者(中小企業アドバイザー)及びシニア中小企業アドバイザーがプロジェクトを管理し、チーム
体制で支援。

ハンズオン支援の特徴

伴走型支援で

企業の自立成長を促進

プロジェクトチーム

担当アドバイザー

支援企業

担当
アドバイザー

シニア中小企業
アドバイザー管理者

(中小企業
アドバイザー)

職員

中小機構

「支援計画書」に基づいたチーム支援



10相談～支援開始～終了の流れ

✓開始までに現場の視察や企業の経営者、各部門の方々との十分なヒアリングを実施した上で、課題設定、支援
提案へと進みます。

✓アドバイスは支援チームで策定した『支援計画書』に基づき実施され、進捗をチームでフォローして進めていきます。

相
談
・
企
業
訪
問

事
前
調
査

（
訪
問
調
査
等
）

案
件
審
査
会

ア
ド
バ
イ
ザ
ー

マ
ッ
チ
ン
グ

支援計画に基づきアドバイス実施

キ
ッ
ク
オ
フ

中
間
報
告
会

終
了
報
告
会

終
了
調
査

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

準備期間（2ヵ月～3ヵ月） 派遣期間（数ヶ月～１０カ月程度）

・経営課題の掘下げ、認識の共有
・支援テーマ、計画骨子の検討
・アドバイザー候補の選定

・企業の全体像把握
・プロジェクト体制の確認
・財務分析

支援計画書の決定 運営マネジメント（PDCA）
・活動成果の確認
・今後の課題の整理



◆トヨタ自動車は2035年までに世界の自社工場で二酸化炭
（CO2）の排出を実質ゼロにする目標を発表した。
（2050年達成前倒し） 2021年6月 日経新聞

◆自社の工場でのCO2排出量は全体の2%に満たない。
供給網（サプライチェーン）全体でのCO2削減の取り組み
が必要

自動車産業を取り巻く現状

経営上の課題

◆原材料の高騰やエネルギー単価の上昇など、今までの生産体制
では利益が減少していく方向であり見直しが必要。
◆カーボンニュートラル実現については、顧客からの要請はないもの
の、いずれは取り組まなければならない課題であるが、自社の人材
だけで取り組むには、高度な課題である。
◆技術力のある人材の割合が、少なくなってきている。特に、塗装
技術者や施工管理者など、知識と経験が必要な役どころが足りて
いない。中途採用や外国人労働者も含めた人材の確保と育成が
必要である。

カーボンニュートラルに
取組むメリット

◆自社競争力の強化につながる
◆事業コストを削減できる
◆社員の改善意欲が向上する
◆知名度・信頼度が向上する
◆資金調達がしやすくなる

③専門家派遣事例



生産設備も対象とし
Scope1,2のCN取組

支援を開始

◆ハンズオン支援の具体的進め方

中小企業向けSBTに準じた目標(Scope1,2)に向けた体制構築と

中長期事業計画立案：CNロードマップ及びアクションプランの策定
（投資計画）

ハンズオン支援に向け
支援範囲、内容、日程
成果イメージを共有

◆CNハンズオン支援に至った経緯

•プロジェクト

•専門組織

体制

構築

•GHG排出量調査

•工程、設備別分析

•優先順位

現状

調査

•目標設定

•削減対策立案

•エネルギー転換

検討

目標設定

対策立案

•開発投資

備投資

中長期経

営戦略

自社技術開発

経営戦略

化石燃料転換（ガス、水素）

電気エネルギー転換

自社生産プロセス革新

自社新技術開発

外部要因

内部要因

③専門家派遣事例

1日の診断で主に一般設備
（ユーティリティ）に絞って
省エネ観点で診断実施



・カーボンニュートラル
概要の理解

・組織体制構築

・メンバー役割認識

・現場のGHG排出計画・実績
（現状のエネルギーフロー）

・関連新技術、エネルギー開発
技術ロードマップ

・中長期自社経営（投資）戦略

・自社新技術ロードマップ

・エネルギー転換、省エネ、
再エネ電気導入中長期、
年次計画の策定

Output

GHG現状調査、エネ
ルギー転換、省エネ、
再エネ電気導入に関
する現状把握と目標
設定

・GHG現状把握準備
・対象機器の計測、分
析
・中長期的なエネル
ギー転換方針案調査

・基準年度の排出量把握と目標の仮設定
・測定箇所の決定と測定器設置
・生産プロセスにおけるGHG負荷洗い出
と優先順位つけ
（測定データ取得開始とデータ分析）
・GHG排出の特徴把握（現状把握）
仮目標とのGAPの認識と個別目標の設定
炭素生産性向上目標の設定

各取組精査と計画と

・経営戦略、技術ロー
ドマップ、設備更改等
の整理
・エネルギー転換、省
エネ、再エネ電気導入
の取組計画作成
年次、中⻑期計画、
ロードマップ作成

・削減目標と対策の整合化
・技術の進歩と導⼊コストのロードマップ、
設備更改時期と進歩の⾒極め
・削減目標に向けた計画の精査・経営戦略と
整合させた年次計画、中⻑期計画、ロード
マップとしてとりまとめ
・炭素生産性向上に向けた具体的アクション
のサポート

・カーボンニュートラルに関する基本情報の
提供
・社内体制構築と運営のポイント、自社
CO2排出量（scope1.2）の算出方法、
CO2排出の特徴把握、削減目標が設定で
きる為の知識提供

支
援
内
容

支援テーマ 支援目標 主な支援内容

社内意識醸成と体制
構築

・カーボンニュートラ
ル化の社内浸透
・取組み体制構築
・GHG排出量の算定

◆支援計画書

③専門家派遣事例

①現状把握
CO2排出量計算・分析

②中長期エネルギー転換
方針検討

③個別対策・目標設定

④中長期ロードマップ策定

6か月、12回の支援イメージ



生産性の向上⤴

消費エネルギーの削減⤵

設備使用量削減
生産プロセス変革

ユーティリティの
省エネ対策、更新

機構の専門家派遣の特長：
省エネ対策支援、生産性向上支援
とトータルでのご支援が可能

CN推進においては,省エネ対策に加えて生産工程や方式そのものを見直す事で
CT／LT短縮、原価低減等を行い収益性の改善、投資の原資につなげる事が
重要

投資
の
原資

最後に 中小機構の専門家派遣の特長

私たち中小機構は中小企業のCN推進を
手厚くサポート致します



15カーボンニュートラル対応支援事業

✓カーボンニュートラル（CN）に向けた取り組みは社会的要請事項となっていますが、中小企業にとっ
ては企業収益に直結する投資が最優先であり、CNとの両立は新たな経営課題です。こうしたチャレ
ンジを支援機関との連携により、中小機構がサポートします。

その他

概要

●「カーボンニュートラル実現に向けたチェックシート」

中小機構では、自社のカーボンニュートラルの取り組みを確認できるセルフチェックシートを作成しました。取り組み方法や解説、
詳細ページへのリンクも掲載しています。下記URL、または右のQRコードからダウンロードして、是非ご活用ください。
https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html

セミナー/講習会 ①経営相談 専門家の派遣

9/4 熊本市
9/28 福岡市
10/5 宮崎市
10/18 大分市

最大3日間の派遣
1事業年度に1回まで

中小機構本部(東京)でもオンライン
会議システムを用いた相談が可能
（毎週、火曜と木曜に開設中）

・カーボンニュートラルに関する関心を喚起す
るために、地域の支援機関・金融機関、自
治体等と連携してセミナー等を開催して、
幅広い層に情報提供を行う。
（支援機関の職員向け研修・講習会など
も開催）

カーボンニュートラルに関心を持った
事業者に対して、無料の相談事業
でより正しい理解の醸成と、「何に、
どう」取り組めばよいか、を助言する。
アドバイスは1回1時間で、何度でも
利用可能（事前予約制）。

カーボンニュートラルに関する
具体的な取り組みを考え、
行動に移そうとする事業者に

対しては、無料のアドバ
イス事業で課題整理をサ
ポートする。

本気で行動に移そうとする

事業者に対しては、ハンズ
オン支援で中長期計画、
投資対効果の調査・算出、
短期的な省エネ改善等、課
題に応じた支援を行う。

詳細は「ハンズオン支援事
業」のページをご参照ください

10/25 佐賀市
11/15 佐賀市

で順次開催中

②CN簡易診断 ③専門家派遣

3回無料！

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html


16九州本部 管轄事務所へのアクセス
九州本部 南九州事務所

中小企業大学校直方校 中小企業大学校人吉校

JR博多駅

博多口より徒歩10分

or

地下鉄空港線

祇園駅5番出より徒歩5分

高見馬場駅より徒歩5分

or

天文館通駅より徒歩5分

JR線 直方駅

からタクシーで約20分

※無料の駐車場もあり

JR肥薩線 人吉駅

からタクシーで約10分

or

人吉IC（バス停）

からタクシーで約3分

※無料の駐車場もあり
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経営に関することでお困りの際は、
お気軽にご相談ください

独立行政法人 中小企業基盤整備機構
九州本部 企業支援部企業支援課

〒812-0038 福岡市博多区祇園町４－２ サムティ博多衹園BLDG.2F

電話：092-263-0300 FAX：092-263-0310




